
基本方向１ 夢に挑戦する農業 

（１）[施策展開１] 夢ある農業を実践する経営体の育成 

ア 高い技術と経営力を持つ企業的農業経営体の育成 

 

 

 

＜施策の取組状況＞ 

○ 企業的農業経営体をめざす農業者の確保と資質向上及び法人化の促進 
 
 実効性の高い人・農地プランとするために、農地中間管理機構と県による全市町村の巡回や、人・農地プ

ラン推進研修会の開催等により、担い手の確保と農地の効率的利用についての理解促進を図りました。 

 企業的な経営感覚や経営管理能力を持った認定農業者等を育成するため、長野県農業再生協議会と連携し、

法人化・経営改善研修会等を開催するとともに、農業経営コンサルタント等を派遣し、法人化や経営改善

等の指導・助言を実施しました。 

 高度な経営知識・経営技術を習得し、企業的で経営感覚に優れた若手農業者を育成するため、「信州農業Ｍ

ＢＡ研修会」を開催し、担い手の経営能力の向上や相互の情報交換を促進しました。 

 農業経営者協会や農業士協会、ＰＡＬネットながの等の農業者組織が会員の資質向上のために行う、知事・

試験場職員との意見交換や、先進的経営体の講演・視察研修等の開催を支援しました。 

 企業的感覚を持った農業者を育成するための研修会を開催し、新たに農業経営士、農業士を認定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

【めざす平成 29年の姿】 

◇人・農地プランにより明確化された地域農業の担い手が、農地の利用集積や新たな品目の導入、他

産業との連携等に取り組み、効率的な営農を実践しています。 

◇担い手が企業的農業経営体を目指し、経営戦略を持って農産物の生産・販売や、経営の複合化・多

角化などに取り組んでいます。 

〔平成 27年度の主な取組〕 

・人・農地プランに関する市町村巡回：77市町村 

・人・農地問題解決促進研修会：１回、110人 

・認定農業者等を対象にした研修会（長野県農業再生協議会主催）：３回、延べ 185人 

・認定農業者等を対象にした経営改善指導：19回、279人 

・信州農業ＭＢＡ研修：９回、修了者数：11人 

・農業者組織等への活動支援：研修会等の開催（県域事業のみ） 

       農業経営者協会４回、174人、農業士 7回、304人、ＰＡＬネットながの３回、44人 

・県認定制度の推進（累計）：農業経営士 846人（Ｈ27 ７人）、農業士 1,393人（Ｈ27 15人） 

【農業経営者協会と試験場職員との意見交換】 【信州農業ＭＢＡ研修 閉講式】 

- 39 -



 

■達成指標項目１：経営を法人化した経営体の数  （農村振興課調べ） 

 
 

■達成指標項目２：企業的農業経営体等の数  （農村振興課調べ） 

 
 

○ 農地の利用集積による規模拡大の促進 

 

 農地中間管理機構活用のメリット措置について周知するとともに、地域内の農地を一定割合以上機構に貸

し付けた地域に対する地域集積協力金、農業経営からリタイヤした農地の出し手に対する経営転換協力金

や耕作者集積協力金の交付により、農地の集積・集約化を進めました。 

  (公財)長野県農業開発公社に対し業務経費を支援し、農地の貸借（農地中間管理事業）及び売買（農地売

買支援事業）による農地の利用集積を促進し、土地利用型農業者の規模拡大を進めました。 

 （公財）長野県農業開発公社とともに全市町村長等と農地中間管理事業活用などについて意見交換（事業

推進キャラバン）を実施し、農地中間管理機構活用による農地の利用集積の促進に取り組みました。 

 人・農地プランを着実に進めるため、市町村に「地域連携推進員」を配置するとともに、集落の合意形成

に向けたコーディネートや将来の農地利用のあり方等を検討するための活動等を行いました。 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

〔平成 27年度の主な取組〕 

・機構集積協力金交付事業（地域集積協力金、経営転換協力金等）実績：延べ 27 市町村、1,567ha、489,455

千円 

・地域連携推進員設置実績：９市町村、10人 

・農地売買支援事業売渡実績（マッチング）：295件 84ha 

・農地中間管理事業機構貸付実績（マッチング）：579件 1,469ha 

長野県農業再生協議会による

農業経営コンサルタントの経営

改善支援などの取組により、法人

化数は着実に伸びており、新たに

42法人が設立し、総数は目標を上

回る 918法人となった。 

経営管理能力向上のための研修

会や支援施策の説明会等を通じて、

企業的経営体の確保と育成を進め

経営体数は前年より 276 経営体増

加したものの、目標を下回った。 
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■達成指標項目３：担い手への農地利用集積率  （農村振興課調べ） 
 

 

 

○ 経営基盤の強化と新たな経営展開の促進 
 
 地域農業６次産業化推進協議会を窓口とした相談対応により、地域推進員を事業者へ派遣し、個別相談に

応じながら、総合化事業計画の作成を支援しました。 

 地域農業６次産業化推進協議会では、地域の６次産業化の課題に沿って、制度説明や県内事例の報告等を

内容とした推進研修会の開催や、加工品の開発・安全性の確保に関するセミナーを開催し、事業者の個別

相談に対応しながら、人材の発掘・育成に努めました。 

 食品産業タイアップ産地育成事業により、契約的取引を希望する農業者の育成、支援を行いました。 

 人・農地プランに位置付けられた中心経営体の経営規模の拡大等を支援するため、経営体育成支援事業や

スーパーＬ資金の活用により生産施設・機械等の整備を行いました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

○ 円滑な経営継承等の促進 
 
 農業経営コンサルタントや専門アドバイザーの派遣などにより、認定農業者や集落営農組織の法人化を進

めるとともに、担い手経営発展支援事業を活用し、経営継承計画等の策定に対する支援を行いました。 

 農村生活マイスター、農村女性ネットワークながの会員を対象とした研修会などにおいて、家族経営協定

の締結を推進するため、講義、活動発表、学習会などを実施しました。 

 県内外から幅広く優秀な人材を確保することを目的に、積極的な就農相談活動や里親農家による実践的な

栽培・経営管理技術習得のための研修を実施しました。また、就農後は、ＰＡＬネットながの等の青年農

業者によるセミナーへの参加を促すなど、新規就農希望者が円滑に就農・定着できるよう総合的な支援を

実施しました。 

 (公財)長野県農業開発公社や、主に農地の賃借等を実施する農地利用集積円滑化団体と連携し、農地中間

管理事業の周知など、担い手への円滑な農地集積を推進しました。 

 果樹園の流動化モデルとなるＪＡとともに、農地中間管理事業を活用した樹園地継承の取組を推進しまし

た。 

 

〔平成 27年度の主な取組〕 

 ・地域農業６次産業化推進協議会６次産業化相談窓口による相談対応：10地区 

 ・地域農業６次産業化研究会：７地区 参加者延べ 527人 

 ・食品産業タイアップ産地育成事業実績：マッチング 259件（うち取引開始 97件）、事業登録者 242名 

・経営体育成支援事業  実績：28地区、34経営体、56,243千円 

・スーパーＬ資金融資実績（人・農地プランに地域の中心となる経営体として位置付けられた農業者向

け）：111件、3,532,448千円 

人・農地プランの充実や農地中

間管理事業活用の取組等を進めた

ものの、水田の新規集積や樹園地

等畑地の農地流動化が進まず目標

を下回った。 
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＜今後の展開方向＞ 

 本県農業を担う人材を早急に確保するため、農業後継者への円滑な経営継承を促進するとともに、県内外

からの新規就農者の誘致を推進します。 

 地域農業をけん引するリーダーとして農業士、農業経営士、農村生活マイスター、女性農業委員を継続し

て育成していきます。 

 地域農業を担う効率的・安定的な経営体として、認定農業者の確保・育成を推進するとともに、経営体育

成支援事業の活用促進や人・農地プランの実践への支援により、経営体の経営基盤の強化を進めます。 

 （公財）長野県農業開発公社が実施する農地中間管理事業の活用を促進し、担い手への農地集積・集約化

を加速化します。 

 農業者と販売事業者や食品関連、観光関連等の企業による地域農業６次産業化推進協議会を通じた、マー

ケットインの生産・流通・販売を促進します。 

 果樹経営体等の経営基盤の強化を図るため、（公財）長野県農業開発公社やＪＡと連携し、樹園地を一時的

に管理し、優良な樹園地を継承する体制づくりを進めます。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【新規就農相談会（東京）】         

 

〔平成 27年度の主な取組〕 

・法人の経営継承計画の策定支援：3経営体 

・新規就農里親研修 新規研修開始者：38人 

・農業士認定研修：４回・15人 

・農業経営士認定研修：１回・７人 

・家族経営協定締結促進のための講義：農村生活マイスター認定研修会１回・24 人、学習会：農村女性

フェスティバル１回・450人 

・ＰＡＬネットながのセミナー：２回・19人 

 ・樹園地継承体制構築事業取組数：１地区 
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（１）[施策展開１] 夢ある農業を実践する経営体の育成 

イ 地域農業を支える活力ある組織経営体の育成 

 

 

 

 
 

＜施策の取組状況＞ 

 
○ 地域農業を支える集落営農組織等の育成 

 

 集落営農の会計処理知識の習得や県内活動実践事例の紹介等により意識の高揚を図るため、研修会を開催

するとともに、法人化に意欲的な経営体に農業経営コンサルタントの派遣など、集落営農の法人化や経営

安定に向け支援しました。 

 平坦地に比べ担い手不足が顕著な中山間地域において、集落営農が将来にわたり地域の中心となって農業

を担っていくために必要な農業機械等の導入を支援しました。 

 
 
 
 
 

 

 

■達成指標項目４：集落営農数     （農村振興課調べ） 

 

 

 

 

 

 

 

【めざす平成 29年の姿】 

◇人・農地プランに位置付けられた集落営農組織が、地域農業の担い手として、効率的な営農を展開

しています。 

◇集落営農組織の法人化が進み、組織経営体が育成されています。 

◇中山間地域等では、集落営農組織や農作業の補完組織等により地域の営農が継続され、農地を有効

活用した農業生産が行われています。 

 

〔平成 27年度の主な取組〕 

・人・農地プランの検討を通じた中心経営体の明確化：77市町村、281プラン 

・集落営農組織経営発展支援研修会：１回 180人 

・中山間集落等における農業機械導入組織数：３組織 

人・農地プランの話合い等により 

地域の農地利用を担う集落営農組

織の設置が進み、目標を上回った。 
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○ 集落営農組織の経営改善と法人化の促進 

 

 長野県農業再生協議会による研修会の開催や農業経営コンサルタントの派遣等を支援し、経営改善や法人

化の検討を進めました。 

 担い手経営発展支援事業を活用し、集落営農の組織化・法人化を進めました。 

 機構集積協力金などを活用し、農地中間管理事業等による農地集積と集約化を進めました。 

 担い手経営発展支援事業を活用し、農業法人の経営継承計画策定の支援を行いました。 

 人・農地プランに位置付けられた集落営農組織に対し、経営体育成支援事業により、経営規模の拡大等を

図るために必要な農業機械等の導入を支援しました。 
   

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

○ 関係機関・団体が連携した支援体制の充実 

 

 実効性の高い人・農地プランとするため、県支援チームで全市町村を巡回し、プラン見直しに向けた課題

の把握や助言活動を実施しました。 

 長野県農業再生協議会等と連携し、企業的農業経営体の育成や認定農業者の経営管理能力の向上を図るた

めの研修会・セミナー等を開催しました。 

 人・農地プランの実践を促進するため、担い手への農地集積に積極的に取り組む市町村の事例発表等を交

えた研修会を実施しました。 

 
 
 
 
 
 
 

 

＜今後の展開方向＞ 

 人・農地プランの作成・見直しを通じ、地域農業の担い手としての集落営農の役割を明確化するとともに、

コンサルタントの派遣等により組織化を推進します。 

 人・農地プランに位置付けられた集落営農組織の経営基盤の強化等を進めるため、経営体育成支援事業に

より農業用機械・施設等の導入を支援するとともに、専門アドバイザーの派遣等により集落営農組織の経

営改善及び法人化のための助言・指導を実施します。 

 機構集積協力金交付事業の活用を促進し、農地中間管理事業による集落営農組織への農地の集積・集約化

を進めます。 

〔平成 27年度の主な取組〕 

・集落営農組織法人発展支援研修会：１回、180人 

・農業経営コンサルタントによる集落営農組織の設立・法人化支援：13回、172人 

・農業経営改善セミナーの開催：３回、185人 

・農業法人設立支援等に関する専門アドバイサーの派遣：６回、（５組織、）94人 

・農業法人の経営継承計画策定支援：３法人 

・経営体育成支援事業により、経営規模の拡大に取り組んだ組織経営体数：８組織 

〔平成 27年度の主な取組〕 

・県支援チームによる、人・農地プラン推進に関する市町村巡回：77市町村 

・農業経営構造対策専任コンダクター等による相談活動：19回、延べ 586人 

・人・農地問題解決促進研修会の実施：１回、110人 
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（１）[施策展開１] 夢ある農業を実践する経営体の育成 

ウ 新規就農者の育成 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜施策の取組状況＞ 

○ 新規就農者の誘致 
 

 県内外の就農希望者に地域の就農支援情報をわかりやすく情報発信するＷｅｂサイト「デジタル農活信州」

を運営し、市町村等の参画を促しました。 

 市町村、農業関係団体等職員を対象にした、担い手担当者研修会を開催し、就農相談から定着までの受け

皿づくり等について研修し、就農支援を強化しました。 

 新規就農者の確保・育成を図るため農業改良普及センターが主体となり、関係機関・団体等により構成す

る「就農促進プロジェクト協議会」を県下 10広域で開催するとともに、就農情報の共有や相談会の実施な

ど支援体制の充実を図りました。 

 農業・農村に対する意識の変化を人材確保のチャンスと捉え、東京、大阪をはじめ県内外で「就農相談会」

を開催しました。 

 農業改良普及センター、市町村、ＪＡ等の関係

機関が連携・情報交換を密にして、市町村等が

主体となって新規就農者の誘致・研修受入等に

円滑に取り組めるよう、市町村・ＪＡ等新規就

農担当者研修会を開催しました。 

 県農業大学校や農業改良普及センターに設

置した就農コーディネーターが県内で就農

を希望する者に対し、就農に向けたアドバイ

スを行うとともに、里親登録農家と連携した

支援を実施しました。 

 農業改良普及センターが青年農業者を農業

高校に派遣し、農業の魅力や食の大切さ等を伝

えるセミナーを実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【めざす平成 29年の姿】 

◇長野県で就農を希望する若者等が、市町村やＪＡ等と県が連携した新たな就農支援システムを活用

して希望する市町村で就農し、夢を持って農業を営んでいます。 

◇農業後継者が技術や農地等を円滑に継承し、地域の担い手として農業経営を展開しています。 

◇農業法人での雇用就農が定着し、希望する若者等が農業法人に就職しています。 

〔平成 27年度の主な取組〕 

・「デジタル農活信州」参画数：32市町村、２ＪＡ 

・就農相談研修会：１回 

・就農プロジェクト協議会による推進会議等実績：37回、延べ 661人 

・東京、大阪等での就農相談会：21回、233人 

・県内における就農相談会：７回、60人 

・就農コーディネーターによる就農相談：相談人数 559人 

・平成 27年度新規就農者数（40歳未満）：244人 

【市町村・ＪＡ合同就農相談会の開催】 
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■達成指標項目５：40歳未満の新規就農者数（単年度） （農村振興課調べ） 
 
 

 

 

○ 研修体制等の充実 
 

 農業大学校卒業生の就農率向上を目指して開設した「実践経営者コース」の１期生６名が全員就農しまし

た。 

 就農相談から体験・研修、経営開始、就農後の経営発展に向けて、支援対象者のレベルに合わせたステッ

プアップ方式で体系的に支援するシステムを活用し、新規就農者の確保・育成を図りました。 

 新規就農者等の経営安定と能力向上を図るため、農業改良普及センターや農業大学校において経営上有益

となる、新技術・新品種や加工・流通・販売に関する技術や知識などを習得するためのセミナー等を開催

しました。 

 新規就農希望者が実践的な技術・経営ノウハウ習得のための就農研修を行うことができるよう、市町村・

ＪＡ等と連携して、新規就農里親研修を実施しました。 

 新規就農者に対し、里親農業者や市町村、ＪＡ等との連携と役割分担により、技術・経営力の強化、農地

や住宅の確保等のきめ細やかな支援を行いました。 

 青年農業者の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため、新規就農・経営継承総合支援事業（青年就農給

付金）により新規就農者等に給付金を給付しました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

〔平成 27年度の主な取組〕 

・就農支援講座等の開催：168回・1,156人 

・新規就農者等の巡回指導：1,288人 

・農業大学校研修部における就農体験研修  ６回、受講者：92人 

・新規就農里親支援事業：新規 38人、修了 31人（累計 402人）、就農 25人（累計 332人） 

里親登録 425人 

 ・里親登録農家研修会：９回・101人 

 ・青年就農給付金給付者数：準備型 107人、経営開始型427人 

新規就農者の習熟度に応じた相

談活動の実施や市町村・ＪＡと連

携、役割分担による就農支援を実施

した結果、平成 27 年度の新規就農

者数（40歳未満）は 244人となった

が、目標をわずかに下回った。 
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○ 農業後継者等の円滑な経営継承の支援 

 

 農業改良普及センターでは、青年農業者の課題解決能力の向上や経営発展を図るため、水稲の直播栽培や

トルコギキョウの育苗改善、アスパラガスの単収向上などのプロジェクト活動を支援しました。 

 プロジェクトの成果発表の場として「明日の長野県農業を担う若人のつどい」を開催し、青年農業者の資

質向上、スキルアップを図りました。 

 農業後継者等を確保するため、青年農業者が参加する団体活動への支援や技術・経営に係る研修の充実を

図りました。 

 青年農業者や新規就農者を対象とした講座を開催し、農業経営や栽培技術等の習得、能力の向上を図りま

した。 

 先進的農業者や農業法人などが行う農業高校や農業大学校からの研修生の受入指導に要する経費に対して

支援し、実践的な農業技術の習得を推進しました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜今後の展開方向＞ 

 高度な専門知識、技術並びに幅広い視野と豊かな人間性をもった、明日の農業・農村を担う優れた人材を

確保するため、農業大学校の各コースによる人材育成を進めます。 

 「日本一就農しやすい長野県」の実現に向けて、「デジタル農活信州」により県内の就農情報を一元的に発

信します。 

 新規就農者の誘致や定着に意欲的に取り組む市町村・ＪＡ等を重点的に支援し、新規就農者の確保を一層

推進します。 

 県下 10地区に設置した、就農促進プロジェクト協議会を中心とした地域段階の相談体制や研修体制の充実

を図り、市町村やＪＡなどの関係機関と連携を密にして、農業後継者の経営継承や新規参入者の就農後の

速やかな技術力・経営力の向上を支援します。 

 経営改善に意欲的に取り組む若手農業者を対象にした、「信州農業ＭＢＡ研修」を引き続き実施し、地域の

農業をけん引するリーダーを育成します。 

 青年農業者や農業士等に対し、経営発展に向けた研修を強化します。 

 高校生などに対し、農業の魅力や食の大切さ等を伝える農業の魅力発見セミナーを実施します。 

 

 

 

〔平成 27年度の主な取組〕 

 ・青年農業者によるプロジェクト活動支援：10地区、31課題 

 ・明日の長野県農業を担う若人のつどい：参加者 230人、プロジェクト発表８点、意見発表７点 

 ・青年農業者の育成、新規就農者のフォローアップのための講座開催：173回・受講者 882人 

・農業高校や農業大学校などからの研修生受け入れ：研修生 184人、受け入れ農業者 62人 

・農業の魅力発見セミナー：実施高校９校、受講者 666人  
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（１）[施策展開１] 夢ある農業を実践する経営体の育成 

エ 企業の農業参入等の促進 

 

 

 

 

＜施策の取組状況＞ 

○ 地域の実情を踏まえた企業の農業参入促進 

 

 (公財)長野県農業開発公社と連携し、農業法人の経営拡大や一般法人の農業参入の意向などを調査すると

ともに、市町村、農業委員会などの土地の情報を把握し、企業等と土地所有者とのマッチングを行いまし

た。 

 企業からの個別相談に対応するとともに、全市町村が参集する会議を活用し、企業の農業参入事例を紹介

しました。 

 耕作放棄地再生利用緊急対策交付金の活用により遊休農地の再生を進めるとともに、人・農地プランに基

づいた地域での話合いにより企業参入を検討しました。 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜今後の展開方向＞ 

 農業参入を希望する企業の情報や活用可能な遊休農地等の情報の提供を行い、市町村、農業関係団体等と

連携して、企業による農地の有効利用を支援します。 

 担い手が不足している地域においては、人・農地プランの作成・見直しの話合いへの参加を通じて、農地

中間管理事業を有効に活用し、地域の営農活動と調和した農業経営を営もうとする企業の参入を推進しま

す。 

 耕作放棄地再生利用緊急対策交付金等を活用した遊休農地の再生を進め、実需者との契約栽培や６次産業

化によるオリジナル商品の開発など生産・販売が一体となった企業の参入を推進します。 

 

【めざす平成 29年の姿】 

◇企業や企業が出資する農業法人による農業経営が増加し、不作付地や遊休農地を活用した農業生産

が行われています。 

◇企業との契約栽培や新たな特産品の生産が行われ、地域農業の振興や新たな雇用が生まれ地域の活

性化が図られています。 

〔平成 27年度の主な取組〕 

 ・企業参入セミナーを開催し、企業導入事例を紹介開催：１回、２事例 

・企業参入フェアへ県ブースを設置：２会場 

・企業参入による耕作放棄地再生面積：12ha 
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（２）[施策展開２]  自信と誇りを持てる信州農畜産物の生産 

ア 消費者や流通の変化を的確に捉えた農畜産物の生産振興 

① 土地利用型作物（米・麦・大豆・そば） 

 

 

 

 

＜施策の取組状況＞ 

○ 経営の規模拡大と安定化支援 
 
 将来にわたって地域の水田農業を担う効率的な経営体の育成を図るため、人・農地プランに位置付けられ

た担い手に農地利用を集積し規模の拡大を推進するとともに、経営所得安定対策への加入を促進したとこ

ろ、加入の申請が 31,268件（うち集落営農・法人 521件）と、前年比 94％となりました。 

 地域における施設や機械等の整備を支援し、土地利用型作物の生産性の向上等を図りました。 

 担い手経営体の低コスト生産や園芸作物導入等による収益性の向上を支援するため、水田農業複合モデル

の提示（101経営体）やＩＣＴの活用による効率的な生産体系のモデル実証（８経営体）を進めました。 

 稲作経営の規模拡大や効率化を進めるため、水稲直播栽培の障害となっている雑草イネ防除対策に関係者

が連携して取り組むとともに、「雑草イネ総合防除対策マニュアル（H24 策定）」に基づく現地実証ほを設

置し、技術の定着を図りました。 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

○ 消費者に選ばれる特色ある高品質米の生産 
 
 県オリジナル品種「風さやか」の試食会や銀座ＮＡＧＡＮＯでのＰＲなど広報活動を展開するとともに、

「風さやか」推進協議会を設立(H28.1.29)し、産地化に向けた推進体制を構築しました。また、より高品

質な生産を推進するため、現地実証ほを設置した他、研修会を県内５地域６カ所で開催するなど、技術支

援を充実し、栽培面積も 913ha（前年比 155%）に拡大しました。 

 高品質米の生産に向け、高温登熟障害（胴割米・白未熟米）対策、カメムシ対策等指導者研修会の開催や

技術啓発リーフレットの作成など品質向上の取組を強力に展開しました。１等米比率は96.0％で全国１位

となりました。 

 原産地呼称管理制度（米）は、49者（前年比 109％）、74件（前年比 110％）の申請がありました。登熟期

間中の日照不足による品質低下が懸念されましたが、総じて品質は高く、コシヒカリ 34件、風さやか２件、

キヌヒカリ２件の計 38件（前年比 109％）が認定となりました。 

 飼料用米の多収性専用品種による低コスト生産実証ほを設置し、飼料用米の作付け拡大を図りました。 

 米粉利用講習会を開催し、県産米粉の消費拡大を図りました。 

【めざす平成 29年の姿】 

◇担い手が水田の利用を集積し、品質の高い米を生産するとともに、米粉用米、飼料用稲、麦、大豆、

そば等の戦略作物も導入しつつ効率的な経営を行っています。 

◇水稲では県オリジナル品種や環境にやさしい栽培方法の導入が進み、食味・品質に優れ特徴のある

米が、多くの実需者や消費者から高く評価されています。 

◇麦・大豆・そばでは、加工適性が高い品種の導入が進み、実需者から更なる生産の拡大が求められ

ています。 

〔平成 27年度の主な取組〕 

・経営所得安定対策説明会等開催数             ２回 

・経営所得安定対策加入促進チラシの作成・配布      5.7万部 

・水田農業複合経営モデルの提示による経営支援      101件 

・ＩＣＴの活用による効率的な生産体系モデルの構築支援   ８経営体 

・雑草イネ防除対策技術実証事業による現地実証ほの設置   ４か所 

・乾燥調製施設等の整備                  ３地区 
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■達成指標項目６：環境にやさしい米づくりの面積 （農業技術課調べ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

■達成指標項目７：実需者ニーズの高い県オリジナル品種の普及面積（米）（農業技術課調べ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 実需者ニーズに対応した麦・大豆・そばの生産拡大 
 
 水稲作との複合による麦・大豆の生産拡大に向け、特定の実需者との結びつきが強い麦については、品質

向上対策会議の開催や、パン用小麦など実需者ニーズに対応した品種の計画的な作付などにより、パン・
中華麺用硬質小麦（「ゆめかおり」、「ハナマンテン」等）の作付面積は 511ha（前年比 102％）と前年より
やや増加しました。 

 大豆については、豆腐加工適性の高い「すずほまれ」の栽培を推進し、関連講習会等での啓発により、栽
培面積は 205ha（前年比 124％）と大きく拡大しました。 

 そばについては、県野菜花き試験場が育成した緑色が特徴の「信

州ひすいそば」（長野Ｓ８号）の生産振興とブランド化を進めてお

り、「信州ひすいそば振興協議会」による生産、加工・販売の推進

を図りました。これにより栽培面積は 147ha（前年比 171%）と大

きく拡大しました。また、信州ひすいそば振興協議会の加入者数

は 189者（内そば店 117件）となりました。 

〔平成 27年度の主な取組〕 

・長野米商品性向上指導者研修会、主要農作物生産振興研修会の開催  各１回 

・風さやか栽培技術向上に向けた研修会の開催 ８回 

・水稲高温対策及び適期収穫チラシの作成 ２回 

・飼料用米低コスト栽培実証ほの設置   ３か所 

・米粉利用講習会の開催         １回 

H27年度の作付面積は、1,420ha 

(環境にやさしい農産物認証米

1,301ha、原産地呼称管理制度認定

米 119ha）となり、前年度より 98ha 

増加したものの、目標値を下回っ

た。 

現地検討会等の開催により、「風

さやか」の作付面積が増加し、普

及面積は前年度の約1.6倍の913ha

となり、目標値を大きく上回った。 

【麦大豆生産拡大・品質向上研修会】 

320

０ 
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 攻めの農業実践緊急対策事業により、防除機、コンバイン等の他、商品性向上のための選粒機など導入を
支援しました。また、安定生産のため耕耘同時畦立て播種技術の導入を推進し、排水対策の徹底を図りま
した。これにより耕耘同時畦立て播種面積の導入面積は麦・大豆・そばで 548haとなりました。 

 
 
 
 
 
 

■達成指標項目７：実需者ニーズの高い県オリジナル品種の普及面積（麦・大豆・そば）（農業技術課調べ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 優良種子の安定供給 
 
 （一社）長野県原種センターと連携し、品種別誘導方向や作付動向を踏まえた需給計画を作成し、優良種

子の安定供給を図りました。 
 種子審査員等を対象とした研修会を開催し、優良種子確保の推進しました。 
 水稲「風さやか」、大豆「すずほまれ」及びそば「長野Ｓ８号」については、既存の品種からの切り替えと

作付増加に向け、必要量の確保を図りました。 
 
 
 
 
 

＜今後の展開方向＞ 

 経営所得安定対策等を活用した麦、大豆等の戦略作物等の作付拡大を図るとともに、品質の向上等につな
がる栽培技術を普及します。 

 地域の実情を踏まえた人・農地プランと水田フル活用ビジョンにより、地域の農業を担う意欲ある農業者
や集落営農組織等への農地の利用集積と水田農業経営の安定・効率化を進めます。 

 米については適正な施肥管理、適期収穫の推進、田植え時期の適正化等により、登熟期の高温化に対応し
た品質向上対策を推進します。 

 「風さやか」推進協議会を核とし、県オリジナル品種「風さやか」の栽培技術の向上による高品質化や、
消費者及び実需者との意見交換会、ＰＲ等により、早期産地化を目指します。 

 水稲栽培の効率・省力化を推進する上で大きな障害となっている雑草イネの防除対策の徹底を図ります。 
 長野県産米のブランド化を図るため、原産地呼称管理制度（米）については、県内のこだわりの米生産者

などに広く周知し、申請登録件数の増加を図ります。 
 麦については、実需者ニーズに応じた小麦「ゆめかおり」（パン用）、「ハナマンテン」（中華麺用）の生産

拡大を図るほか、コムギ縞萎縮病対策として、「シラネコムギ」からの品種転換を進めます。 
 大豆については排水対策の徹底と、帰化アサガオ類等難防除雑草対策の徹底による生産の安定を図ります。 
 「信州ひすいそば」については、協議会体制によるブランド化の推進と栽培面積拡大に対応する種子の確

保を図ります。 
 水田の有効活用と食料自給率向上のため、米粉製品の消費拡大に取り組みます。 

〔平成 27年度の主な取組〕 
・麦大豆生産拡大・品質向上研修会の開催：１回 

・「信州ひすいそば振興協議会」の設立：会員数 189者（平成 28年 3月末時点） 
・攻めの農業実践緊急対策事業（農業機械・機器の購入・リースに対する支援）： ４経営体 

〔平成 27年度の主な取組〕 

・主要農作物種子生産に係る種子審査員・事務担当者研修会の開催  １回 

・採種ほ設置面積（米、麦、大豆、そば）             431ha 

小麦では「シラネコムギ」から「ゆ

めきらり」等へ、大豆では「タチナ

ガハ」から「すずほまれ」への品種

転換が進んだ。また「信州ひすいそ

ば」（長野Ｓ８号）の栽培面積も増

加し、県オリジナル品種の普及面積

は 877haと目標を大きく上回った。 
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